調査の進め方・報告書のまとめ方（３）

	１．資料収集・分析調査（文献調査、Web調査、統計データ収集分析）

　＜補論　統計知識＞

２．現地踏査・見学

３．ヒアリング調査

４．アンケート調査、実態調査

５．調査委員会、計画策定委員会、中間報告

６．報告書作成

　＜補論　グラフ作成のポイント＞


	２．現地踏査・見学




（１）目的

・自分の目で見て現地を知る

・現地への愛着を深める（調査じたいの意欲・モチベーションを高める）

・クライアント、ヒアリング先とのコミュニケーションの容易化（共通の場所の認識など）

・共通体験で調査チームの懇親

（２）踏査方法

・自分で回る（徒歩、自転車、自動車、電車、運転手を雇う）

　　地図を用意（ルートを事前に計画、昼食等も計画）

・現地の人に連れていってもらう

・ヒアリングのときに、現地を見せてもらう（地域、農地、工場、調査現地担当者）

・委員会メンバーによる合同現地見学（案内者・説明者、ルート図作成頒布、昼飯）

（３）写真撮影

・報告書に使う場合と単なる記録用

　例：ベイエリアブランド調査

・使うかどうか分からなくても取っておく。記念も兼ね（デジカメ時代）

・文献、展示物等の撮影

・ネット上にある写真も著作権があって使えない場合があるので自分で撮る（許可を得るのも大変）

（４）見学

・工場見学、圃場見学、施設見学、職場見学などは訪問調査のさいに極力お願いする

・見学の際にもヒアリングを行う

（５）その他

・精通者やヒアリング先を見つける

・地元の本屋や図書館、資料館などを回る

・ついでに観光もする

　地元で食事する（地元に人においしい所をきく。連れていってもらう　例：マレーシアインド料理屋）

	３．ヒアリング調査




（１）ヒアリングの種類

①個別ヒアリング

　企業（経営者、担当セクション、本社、工場）、団体、農家、市民

　行政（首長、企画課（総務課）、各課、公共施設、教育委員会）

②グループヒアリング

　基本的には個別の方が立ち入った話がきける

（知り合いには言いたくないこと多い、自慢もしにくい）

一気に何人にも聞けるので効率的な面もある

ヒアリング対象者相互で盛り上がって思わぬ成果を生む場合もある

③有識者ヒアリング

（２）ヒアリング調査の目的

①情報収集

　計画策定調査の担当者ヒアリング

事実発見整理調査（例：資源調査－ベイエリアブランド調査－）

②仮説検証

　調査にはファクトファインディングの側面の強い調査と理論仮説の検証の側面が強い調査がある。学術調査は仮説検証の側面が強い。

　　＊仮説について

　仮説の設定「を練り上げておかないと、すでにわかっていることしかわからない。仮説をあまりに練り上げては発見がない、おもい込んだことだけを聞くにとどまる」「発見するためにこそ仮説が必要となる」「聞きとり時ある仮説が妥当しないと、すぐさま他の仮説で質問する必要がある。さもないと聞きとりはつづかなくなってしまう」（小池2000）

③その他

　事前調査（アンケート調査票の検証、ヒアリング先の探索等）、アリバイ調査

（３）ヒアリングの方法

①ヒアリング先の探索

　・クライアント、業界団体、先行調査実施者、知り合い、先輩などに聞く

　　　＊役所がクライアントの場合、ヒアリング先を教えてくれる場合でも、担当者がヒアリング相手に依頼する場合の選定の理屈をこちらで考える必要がある場合が多い

　・新聞・雑誌、同データベース、先行研究・書籍、新聞切抜誌（例：「労務ダイジェスト」内外切抜通信社－人事関係、労働関係－）、新聞記者ヒアリング（業界事情なら例えば日経記者）

　・電話帳、企業名鑑、業界団体名簿、全国工場通覧（通商産業大臣官房調査統計部、アマゾンによれば1996~1997年版まで出ていたようだ。図書館にはある） ←アンケート調査でも

　・企業名、組織名だけでなく、担当セクション、できれば候補者を探索する（少し違っていてもこの候補者からターゲットに達する場合もあるのでともかく人を特定する）

　・よい人に当たれば成功－あの人がよく知っている人だとは周りは知っている－

　　同時にヒアリング先から芋づる式の場合も（大鳴門橋調査での徳島県農業担当者の例）

②アポどり（自分で電話、知悉者に依頼）

③依頼状（「参考資料１」に事例－企業ヒアリングの２例－）

　・依頼者：クライアント、学術研究機関、代表者名（学長、理事長、社長、市長など）

　・趣旨、ヒアリング内容・項目、訪問者、訪問日、（用意いただきたい資料）

　・個人の場合は、自分の履歴書もつける

④場所：先方に出掛ける、ヒアリングする場所に来てもらう

　・上司が出てくる場所よりヒアリング相手が主人公の場所がよい

　・現場にちかい方がよい（職場の空気、関連文書の存在、現場をみせてもらえる）

　　　農家ヒアリングなら農地のそばがよい

⑤調査票の用意（特に複数人で調査する場合）　「参考資料２」に合併計画調査の事例

　・調査項目だけ

　・細かい聴取内容、数字（学術調査などでは表形式で用意－後で集計して報告書に掲載できるよう）、地図（農地配置）

⑥調書への記入依頼（ヒアリングに先立って実施。－計画策定調査の場合－）

　　「参考資料３」に市町村総合計画の調書の例

⑦権威づけ

　・紹介、学術目的（著名大学など）、公共目的（市長名など）

　・権威づけがなくとも学生は修行中だからということで許される場合もある

⑧ヒアリング先への配慮

・忙しい相手に負担をかけないような工夫

（時間短縮、時刻調整、大義名分（対上司）付与）

　　　＊農業者と漁業者の違い

・時間短縮→事前勉強、単純な事実の確認は公表情報で確認（従業員数など）

・秘密保持、調査結果の使われ方の説明、公共目的、調査内容のフィードバック、情報提供（バーター）、おみやげ、お礼

　　＊いい情報をもっている人は調査者に逆ヒアリング

・ICレコーダーは基本的には使わない（相手が自由にしゃべらなくなる。一言一句が重要ではない。聞き直すと時間がかかる）。数字は書き取り、先方に再度確認する。ききながら、ノートにメモし（単語だけでも）これを忘れない内にワープロでまとめる。

・礼状を書く（調査の性格による。学術調査の場合は必須）。できた報告書を送る（約束した場合）。

⑨通訳

　・すぐれた通訳ならこちらの意図を理解して自発的に聞いてくれる

　・言語能力より専門用語や概念を理解しているかが重要

⑩ヒアリング・テクニック

　・時間は1時間程度をメド（つまらない相手はこれで終わり。話がはずめば1時間をこれ2時間ちかくに及ぶこともあり）

・ヒアリング聞き手人数については、重要なヒアリング相手の場合は2人（複数人）で行うことも重要（主な聞き手は最初に決めておく。もうひとりは重要なテーマの聞き漏らし、つっこみ加減を調整、話がつまったときの打開役。また主な聞き取り手のメモの限界を補完）。調査全体の見通しについてもチームでヒアリング後確認できる。通常は1人でヒアリング対象数を増やした方がよい。

・ヒアリング相手は1人がよい。相互監視の中ではなかなか自由な聞き取りができない。

　　＊出てくる人は先進国では1人が多く、途上国ほど人数が多くなる傾向があるらしい（小池2000）

　・分からないことは知った振りをせずに聞く（若いうちは修行中と見なされ何でも教えてくれる場合が多いのでなおさら何でもきいて勉強する。年を重ねるとこんなことは知っているだろうと相手は思って解説してくれなくなるので敢えて教えて下さいと聞かなくてはダメになる）

⑪高度テクニック

　・外で聞いたこと、前にヒアリングした相手の情報が本当か聞く（確かめる）

　・同じことを東京の機械メーカーではこうきいたがこちらではどうか（こちらできいた情報を他で出すわけではないと知らしめるため具体的な会社名は言わない。しかしヒアリングの成果を多少知ってもらう－先方の情報収集になる－）

　・同一テーマでヒアリングを重ねるうちに、報告書の分析イメージが出来上がってくる。それをヒアリング先にもきいて妥当性を確かめる。

⑫極意

　・「聞きとりはまさに話し手と聞き手の共同作業でもある。話し手の答えからあらたなアイデアが得られたり、おもわぬ発見がある。話し手も聞き手の予期せぬ質問に触発され、それまで鮮明にはおもっていなかったことを考察したりできる。こうして聞きとりはあらかじめ用意した枠におさまらず発見的となる」（小池2000）

（４）実例（「参考資料４」）

　　医療機器調査（医療機器製造に参入したバネ企業の例）

（５）ヒアリング結果のまとめ

①事例（「参考資料５」「参考資料６」）

産業競争力基盤研究－メーカー対象－

企業の自由時間評価に関する調査－代表企業－

②ポイント

　仮説に沿ってヒアリングの「まとめ」を表形式で整理する。

　　・みずからの整理

・中間報告、調査委員会資料としての使用

・報告書に掲載（まとめのみの場合、詳細の冒頭の整理表としての場合）

（６）ヒアリング調査の余禄

①おみやげがもらえることがある　－工場見学での飲食と同様。農家ヒアリングでの野菜

②調査目的以外の面白い情報収集ができる

　・おいしい料理店、見るべき観光スポット（地元の人しか知らない）

　・教養情報　例）白砂青松（千葉県横芝町総合計画調査）

　・印象深い見解

千葉市農協職員「サラリーマンがその担当部局にいたという足跡を長く刻めるのは「計画づくり」か「組織づくり」。私は後者を選ぶ。」

大分県県庁職員「千葉市産業ビジョンの担当で有能だった商工労働部長は平松知事により左遷された。ナンバー２は許さないと言う権力者の意思のあらわれだ。」

　・のちのち別件で役立つ情報

大分キャノン工場　給料の１割を本代（大分県産業ビジョン調査）
　　　大分いいちこ（三和酒類）地元製造の意味（　〃　）

大分太平洋（小野田）セメント津久見工場　セメントのコスト
（津久見市総合計画調査）

【参考文献】

・小池和男「聞きとりの作法」東洋経済新報社、2000年
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162-0814東京都新宿区新小川町6-40

財団法人国民経済研究協会

理事長　伊木　誠

貴社における個を尊重された人事・組織に関するヒアリング調査のお願い
　拝啓　時下ますますご清祥のこととお慶び申し上げます。
　当協会の調査研究活動につきましては、平素より格別のご支援・ご高配を賜り厚くお礼申し上げます。また一昨年の８月には、当協会主催のシンポジウム「個と企業の新たな関係の構築」にてご講演いただきありがとうございました。

　さて、当協会では現在、通商産業省と(財)余暇開発センターより「自由時間政策のあり方」に関する調査を受託し、その研究・調査を進めております。そこで、その調査を進める上で武居取締役様にヒアリングの機会をいただきたくご連絡申し上げます。

　本調査内容の趣旨、希望する日程、お聞きした点などは下記の通りでございます。

　ご多忙中、誠に恐縮でございますが、何卒よろしくお願い申し上げます。　　　　　　　敬具
記

●本調査内容：企業の自由時間度評価の研究
　　いま様々な面で個の多様性・自立性が強まりつつあります。その潮流において、自立した多様な個の活力がいかされ、真の意味で豊かな社会を確立することが求められます。グローバル化や情報化の中で、企業も競争力を向上させようとこれまでのように設備や定時に拘束されない従業員の働き方を模索し始めているのではないかと考えられます。そのため、各企業の「自由時間度」を評価するための仕組みを構築することが１つの切り口になりうると、本調査では考えています。つまり、各個人がその評価制度をもとに各企業を評価できるようになり、各個人が活力を発揮すると同時に、自分で時間のデザインができるようになるからです。こうした認識のもとで、本調査では、「自由時間社会」を実現するための社会的インフラの１つとして、「企業の自由時間度評価システム」確立の可能性について検討します。

●貴社への質問概要：貴社の個を尊重された人事・組織の概要について

　　貴社では以前から、「タスク中心組織」などを始めとする、個を尊重した経営、人事、組織運営に先進的に取り組まれ、成功されています。そうした貴社の実践には、本研究プロジェクトの課題を考える上で重要な鍵が多く含まれていると考えております。そうした貴社のお取組みについてのお話を中心に、おうかがいしたく存じます。

●希望の日程：平成１２年３月上・中旬の日中の１時間程度

　　　　可能でございましたら、３／６（月）午前のみ、７（火）午前のみ、８（水）、９（木）、10（金）、13（月）、のなかでお伺いできましたら幸甚です。難しい場合は、14日以降でも結構でございます。

●当協会の訪問予定者：

　　・本川 裕 （当協会研究部長）

　　・石川英樹（当協会研究部主任研究員）

　　・佐倉 環 （当協会研究部研究員）

以上

（担当）石　川　英　樹

　tel:03-5261-1052,fax:03-5261-1059　email:h-ishikawa@kkri.org


	平成10年2月16日
各位　様
〒107東京港区南青山2-24-15

財団法人 国民経済研究協会
　産業競争力研究会代表
　村松　一郎
日本の技術競争力に関するヒアリングについて（ご依頼）
　拝啓　時下ますますご清祥のこととお慶び申し上げます。
　さて、私ども財団法人国民経済研究協会は、活動の一環として産業競争力研究会（メンバー別記）を設け、今年度は日本の技術競争力の変化に関する調査研究を行っております。日本の技術競争力に関しては、これまで、創造的研究（シーズ）の不足を補って、市場（ニーズ）密着型開発力や生産現場密着型技術（生産技術、技能、全員参加型提案能力などの高さと、これを基礎とする開発、設計技術）には優位性があると指摘されてきました。しかし、近年の急速な円高に伴う生産・研究拠点の国際展開や情報技術革新の急速な進展は、日本の競争力の将来についての懸念さえ生む新しい状況を呈しております。そこで当研究会では、まず機械工業分野を対象として、これまでの日本型技術競争力の特徴を整理するとともに、これを構成する各要因と主要企業の技術戦略がどのような方向に変化しつつあるか、を明らかにすることを今年度研究の目的としております。
　つきましては、ご多忙のところまことに恐縮に存じますが、下記の諸点に関するヒアリング調査にご協力を賜りたく、お願い申し上げる次第でございます。事例紹介として引用させていただく場合、企業秘密に属する事項に関してはおうかがいできた場合でも非公開と致しますのでよろしくお願いいたします。
敬具
                       ＜お聞きしたい主要項目＞
１　貴社（貴事業部）の事業展開について
　・製品のシェア（対企業全体、対世界・日本）
　・貴社事業所（研究・生産）の国内外の配置とその機能（海外生産比率）
　・事業所展開に際しての＜考え方＞と現状の評価、課題等（研究所、マザー工場等）
２　貴社（貴事業部）の技術開発について
　・貴社技術者のジョブ・ローテーションとライフサイクルについて
　・貴社における生産自動化の進展と技能工の役割変化について
　・貴社における設計工程の共同化・同時化の現状と将来について
　・開発技術力の活性化にはなにが課題か、とくに欧米系企業との比較で
３　日本の競争力優位について
　・欧米、アジアとの比較における競争力の状況と展望（ＱＣＤ）
　・製品開発力と生産技術、技能の各面での競争力の状況
　・競争力条件の変化の要因、今後の展望
　・生産現場に密着した技術の寄与度
　（生産現場の技術力、開発と生産現場の密着度、関連メーカー・産業の集積）
４　日本のモノづくりの今後の展望について
以上
☆産業競争力研究会メンバー
顧問　清成　忠男　　法政大学総長
代表　村松　一郎　　当協会副会長
　　　古川　勇二　　都立大学工学部教授
　　　石川　久雄　　富山国際大学教授
　　　原田　誠司　　長岡短期大学教授
　　　本川　　裕　　当協会主任研究員
　　　末広　泰雄　　　同　　　研究員
　　　大澤　千夏　　　同　　　助手
☆お問い合わせ先
　担当：本川、末広、大澤
　ＴＥＬ：03-3403-5275

　ＦＡＸ：03-3403-5727

　E-MAIL：kyosoryoku@kkri.org
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柳井地域各市町施策ヒアリング・シート
	市町名
	重点プロジェクト・重点施策

（総合計画より）
	現況・進捗度・課題
	合併効果
	新市の施策としての位置づけ

	柳井市
	１．環境共生プロジェクト

・ハウス14001

・ＩＳＯ14001

・リサイクルセンター

・公共下水道

・太陽光発電

２．健康・福祉社会創造プロジェクト

・柳井ウェルネスパークの整備

・痴呆性老人グループホーム

・子育て支援センター、ファミリーサポートセンター

３．教育改革プロジェクト

・インターネットの学校普及

・ボランティア活動

４．産業振興プロジェクト

・ほ場整備

・フラワーランド建設

・観光と結びついた商店街

・新産業創造（誘致）

５．高度情報化プロジェクト

・光ファイバー網

・ＳＯＨＯ、遠隔教育

６．交流・連携プロジェクト

・サザンセト・サンシャイン・リゾート構想

・白壁の街並み

・駅500メートル圏のシンボルゾーン形成（都市計画道路）

・国道188号バイパス

・柳井港整備

７．男女共同参画社会創造プロジェクト

・ファミリーサポートセンター（再掲）

・女性登用

８．市民活力発揮プロジェクト

・地域通貨

・NPO

・市民活動支援センター

・ふるさと博士

○上記以外の重要なプロジェクト、施策

・

・
	（例示）

・事業費、事業面積、目標年次、達成率、問題点等
	（例示）

・合併による事業促進効果

・プロジェクトの新市全体への波及効果

・自己評価、及び他市町からみた評価
	（例示）

・新市の基幹プロジェクトとしたいもの

・新市の目玉プロジェクトとしたいもの

・地域共通の施策としたいもの（名品づくりなど）

・自己評価、及び他市町からみた評価

	上関町
	１．高齢者福祉施設の整備

２．観光開発
・中の浦フラワービーチ整備

・皇座山自然ふれあいランド

・上盛山パノラマランド

・八島、祝島の整備

３．室津地先の埋立て（ショッピングメッセ）

４．道路、航路

５．宅地開発

６．祝島総合文化福祉センター

７．栽培漁業センター

８．庁舎統合

９．原子力発電所誘致及びその効果活用

○上記以外の重要なプロジェクト、施策

・

・


	
	
	


＊以下、大畠町、田布施町、平生町の分は省略

	参考資料３　総合計画各課調書の例


各課へのお願い文

	総合計画のための調書記入のお願い

  今年度から○○市第三次振興計画の策定に向けて作業を進めておりますが、現在振興計画策定のための基礎調査が完了したところであり、引続き振興計画の策定作業を急ぐ必要があります。

  策定に当たりましては、職員総参加の下に策定を進めるため担当分野ごとに＜現況と課題＞および振興計画の目標年次である昭和  年度へ向けての＜事業の構想＞＜  か年の事業計画＞の調書を作成くださいますようお願いします。なお、この調書は、後日コンサルタントとのヒヤリングの参考とさせていただきます。

  お忙しいところ恐縮ですが、３月１４日（土）までに企画財政課へ提出願います。

                               記

１．＜現況と課題＞＜事業の構想＞とも調書にある【視点】を参考に記 入して下さい。

２．＜  か年の事業計画＞は、振興計画の計画期間（昭和  ～  年度）の間に実施が見込まれる事業すべてとし、事業のハード、ソフトは問いません。

    各年度の事業内容、事業費が未定のものについては、事業期間内の見通しの総量を記入して下さい。

３．＜  か年の事業計画＞は、一つの事業ごとに一枚の調書に記入して下さい。

４．＜  か年の事業計画＞は、基本構想・基本計画を作成するための資料とするとともに実施計画の原案にもなるものですので、各担当課に  おいて十分な見通しをたてた上で記入して下さい。




調書の例（次ページ、次次ページ）

Ａ．総合計画のための現況と課題調書（分野：緑地の保全と都市緑化、担当課：建設課）

Ｂ．総合計画のための事業の構想調書（分野：緑地の保全と都市緑化、担当課：建設課）

（別紙）５か年の事業計画

調書の体裁（Ａ３シートの作成）各担当課配布50枚など

	総合計画のための現況と課題調書
	分野
	緑地の保全と都市緑化
	担当
	建設課


	＊この項目についての現況と課題を記入してください。

＊記入に当たっては、下記の【視  点】を参考にして、できるだけ簡潔に、

  箇条書きにまとめてください。

＊定量的に把握することができる事項は、できるだけ数量や指標を用いて示

  してください。

＊できるだけ総体的な見地に立って記入してください。
	【現況と課題】



	【視  点】

都市化の進展により緑の減少の現況はどうか。

公共施設の緑化の現況はどうか。

緑地保全や緑化対策として何を事業として実施しているか。

緑のマスタープランの進捗状況はどうか。
	


	総合計画のための事業の構想調書
	分野
	緑地の保全と都市緑化
	担当
	建設課

	＊この項目についての事業の構想を記入してください。                　

＊記入に当たっては、下記の【視  点】に記入された課題例を参考にしなが

  ら、全体的方針と主要な事業の構想について記載してください。      　

  また、別紙に５か年の事業計画の概要を記入してください。  
	【事業の構想】



	【視  点】

・緑化対策として何が考えられるか。

・緑を保存、生産するための補助あるいは固定資産税の減免についてはどうか。

・生垣の設置、樹木の植裁

・樹木の保存、保存樹林の指定

・林地の多目的利用

・公共施設、街路の緑地

・コミュニティ緑化

・住民への指導、啓蒙
	


[image: image2.wmf]
《まとめる前のヒアリングノートの内容》


＜設立の経緯＞

・パイオラックス（旧加藤発条）は、自動車関連分野における精密金属バネ、工業用プラスチックファスナーを主力とするメーカー（1939年設立、資本金26億円、従業員単独621人、連結1070人）。「弾性を創造するパイオニア」というスローガンから現会社名へ変更。

・７～８年前、自動車ビジネスの限界から新規分野の検討。当時、現社長は開発部開発課長。

・３つの分野に取り組み。①医療機器、②ＯＡ機器（プリンタ部品－紙送りロール、３年やって輸出もしたが撤退）、③家庭用品（ＴＯＴＯ混合栓、ブラジャー・ワイヤー）

・5年前、見直し。マーケティングの結果、「医療機器」が見込み有り。そこで「医療機器事業部」（50名）として独立し、製造、開発、営業、品質保証をすべて行う体制に。

・3年前、分社化。目的は、医療用具の製造業許可。ＩＳＯ9001（既に事業部時代に獲得）、ＣＥマーキング。責任を明確化。意思決定スピードの向上。

・1999年に開始し、当初２年は赤字。2001年に単年度黒字化。2003年に累積黒字化する勢い。

＜製品＞

・売上７億円のうち、ガイドワイヤーが２億円、スパイラル・カテーテルが２億円、その他が３億円。

（ガイドワイヤ－）

・当初、ガイドワイヤー。バネに近い製品。部品としてＯＥＭ供給（滅菌前）。供給先は、ニプロ、東レメディカル、カネカなど。（今は部品：製品は半々）

・ＯＥＭ供給の時代に得た情報が今大きく役立っている（最初は状況が分からなかった）。

・製品選択は、医療ニーズと当社モットーの重なるところから。医療ニーズは、①手術は易しく（患者に優しく）、②回復早く、③自宅介護で楽しく、の方向。当社モットーは「弾性を創造するパイオニア」。ここから、血管内手術用具をバネ材料（ニッケルチタンの形状記憶合金、ステンレス）で製作することとなる。

・ガイドワイヤーの後発企業であったので「特徴」を出さないと売れない。ガイドワイヤーの基体に造影剤を含むウレタン樹脂をかぶせた上にすっと血管に入っていけるよう親水性のポリマーで表面を覆ったが、これが新機軸だった。

・学会での商品展示の他、ドクターによる当社製品の学会発表などで広がる。今年度は学会での当社製品の発表、全部で11件。学会後、電話が来る。これでシェア拡大。

・一般の血管用ガイドワイヤーは、国産が中心であり、８割はテルモ、１割がパイオラックス、１割がその他のシェア。ＰＴＣＡガイドワイヤーや脳外科向けガイドワイヤーなど特殊ガイドワイヤーは海外製品中心。

・テルモがプラスチックから出発しているのに対して、パイオラックスはバネから出発しているという点が医師たちにも面白がられて、後発にも関わらず、ある程度シェアを拡大し得た。ユニークな技術を持った企業であれば、こうしたシェア食い込みが可能。

（スパイラル・カテーテル）

・0.5ミリの形状記憶合金を使用したカテーテルであり、ガイドワイヤーを入れるとまっすぐであるが抜くとコイル化し、抗ガン剤が漏れ出ないように出来る。肝ガン治療用など。一年程度入れておく場合が多い。

（ＰＴＣＡカテーテル）

・普通のものを出してもダメ。内外価格差の利用は叩き合いに終わるだけ。むしろ、目新しい製品を出していくのがよい。今、脳外科用製品に取り組んでいる。

（ステント）

・ニッケルチタンの生体適合性はクロ、シロつかず、グレイ。ＦＤＡ、厚生省で許可されているのは、効果の方が大きいと見なされているから。海外製品はある。

・ステント、治験は２カ所の病院で60症例、約１億円のコスト。

・ベンチャーは治験を要するものは難しい。

＜医師との関係＞

・研究用のテーマとビジネス用のテーマを分けて対応する必要がある。

・メーカー側でマーケティングの判断はすべき。

＜開発、特許＞

・開発費の対売上比５％（ただし人件費含まず）

・50人中20数名が製造担当。6人が開発、8人が営業。

・開発費としてこの他、国の研究開発補助金が今年で4,850万円。これは社の開発費を上回る。

・特許にならない製品は売らない。開発初期に特許はとってしまう。あらかじめ特許グループがすべて探索する。

＜販売＞

・今は自販商品化を進めている。代理店も100軒に達す。販売拠点も九州、大阪を含め３拠点に。代理店は１県２つの原則。

・病院への販売価格100とするとＯＥＭ供給での価格50～60、販売元としての価格80～90で全然違う。

・ガイドワイヤー。米国価格日本の３分の１。ヨーロッパには数万本輸出。

＜製造、設備投資＞

・ガイドワイヤー20万本。特殊品月1000本－おばさん達を並べて作る。

・何でも自動化する必要はない。

・20万本を50万本にして量産効果をねらうより、付加価値の高い特殊又は独自な製品を目指した方が、後発としては、メリットがある、との中間的な結論に達している。

＜人材＞

・薬事部門１人、品質保証部門4人引き抜き。

・営業部門、外部から引き抜き。外資系の営業は、医師の改善提案に対して、答えることが結局出来ないのでやる気がでない。また、ノルマもきつい。国内メーカーだと、何らか答えることが可能。プロトタイプを持っていくと医師は喜ぶ。

＜自動車部品メーカーから見た医療機器産業＞

・開発期間が一般に長すぎる。出すまで半年でよい。規制によるところと努力不足が半々。

＜自動車産業からの参入のメリット＞

①日程管理

　12個の新製品を開発管理している。2003年9月まで月単位に販売時期を計画、逆算して臨床試験。こうしたスケジュールの管理はやはり自動車産業で鍛えられた。

②アイデア

　自動車産業の時のアイデアが応用できる。

③評価装置

　過去の自動車産業部品づくりの経験。堅さ、すべり性などを計測評価してみせると、経験と職人芸に頼っていた医師達は大いに驚く。

④量産技術

　医療機器メーカーは手加工が中心。自動車産業の自動製造技術から、工程設計の選択自由度が高い。

⑤外注先

　外注先を多く知っている。

＜外注や提携したい技術＞

・試作品は外注に多く依頼。

・提携技術、欲しい技術はある。

　カテーテル．．．チューブの押出（静岡の会社に委託）、精密チューブの押出。

　コイルの加工．．．近くのバネ屋に外注

　電線の被覆技術

＜国内製造業が思ったほど医療分野で伸びない理由＞

・ＰＬ問題。当社でも議論はあった。形状記憶合金の供給者古河電工（従業者8200人）にも製品本体の販売はやめろと言われた。個別の医療機器は非常に小さい規模の事業にもかかわらず何かあったら事業本体に波及する可能性のリスクを感じてのこと。

＜可能性のある医療機器産業への参入パターン＞

①部品としての供給

　宝塚の日本ケーブル・システムは自動車用のケーブルからガイドワイヤー、カテーテルに進出したがＯＥＭ部品に止まっている。業績順調でもない。

②開発型医療機器メーカー

　自分では製造しない。ただし自己ブランドを持つ。医療ニーズを形にする。「８割方は商品企画で決まる」。こうしたプロを採用、教育する。

③自社独自技術から展開

　ベースとなる技術が医療機器につながる。当社ではバネ材料の応用。当社は参入に当たって弾性材料でマーケティングした。

　電線メーカーなど技術の応用が可能だと思うが、出ていないようだ。

＜医療機器市場の特性＞

・大小の多くの池が点在している。そこに主（ぬし）のような大きなコイが１匹いたり、大小の数匹のコイがいたりする。

・池は医療機器に分類される数多くの製品を表している。コイは医療機器メーカーである。それぞれの池の主になればそれなりの安定が図れるが、１つの池の主となったからといって他の池に進出できるわけではない。また池が気候の変化によって枯れる場合もある。いくつかの池を支配し、また枯れた池から水の豊富な池へと領分を拡大し続けるしかない。


ヒアリング整理（１）　　　　　　（注）海外生産比率＝海外生産÷（国内生産＋海外生産）×100

	
	Ａ社
	Ｂ社
	Ｃ社
	Ｄ社
	Ｅ社

	業種
	情報通信機器
	自動車
	オーディオ部品（プレス加工）
	音響機器
	ＡＶ機器・電子楽器

	従業員規模
	41,000名
	71,000名
	40名
	1,800名
	364名

	海外生産
	世界
	世界
	なし
	アジア（一部米国）
	香港・中国

	国内生産
	○
	○
	○
	△製品によって
	×製品試作まで

	海外生産比率
	２割程度
	28.4％（台数）
	0％
	90％
	ほぼ100％

	競争企業
	世界
	世界
	日本
	主に日本
	主に日本

	競争力優位
	・モノづくりで優位
・開発で対米格差（ソフト、システム）
	・技術・技能両面で優位
・部品メーカーに依存
・将来的に要素技術で懸念
	・アジアより上
	・円高で国内の競争力失われる
・当社は海外生産と普及品で強み
・世界オーディオの１割生産
	・円高で競争力喪失、香港資本傘下へ
・当社は普及品と電子楽器で強み

	現場密着技術
	・日本の競争力の大きな要素だがウエイトは低下
	・日本の競争力の基盤であるが、世界的にこの面の格差は縮小傾向
	・親企業に合わせ習得中
	・この面での「ハイテク」を自負
	・設計・試作を残し生産は海外シフトしたが、この面での強さが当社の強み

	海外生産シフトによる自社内現場密着技術への影響
	全体としてはなし
・あっても海外でのプラスが補っている
	なし
・国内開発・生産保持→海外生産は日本のコピー
	なし
・技術力ある下請けのみ生き残っていく
	なし
・少なくとも量産試作まで国内
・海外での開発機能強化
	なし
・試作・工程設計まで国内
・技術者が頻繁に往復（コストアップにはなっている）
・部品点数の減少・モジュール化

	海外生産シフトによる現場レベルでの部品・設備のネットワーク優位性への影響
	
	なし
・国内ネットワーク保持
	
	なし
・技術力が失われるほどの集積低下は起こっていない
・ＭＤなど新分野の場合、キーパーツは国内産なので生産も日本
	なし
・部品・設備メーカーも海外シフト
・ＩＣなどのキーパーツが国産なので新製品の設計・試作は国内が有利

	競争力維持・向上対策
	・生産技術は保持
・ＳＩ育成（ＩＴＳ、ＥＣなどシステム技術対応）
・社内競争
	・生産技術力は持続高度化、リサイクル技術
・電子制御技術など要素技術の研究開発
・社内グローバル競争
・ＩＴＳなどグローバルスタンダード対策
	・作業の標準化
	・世界最適地開発・生産（日本の技術力でなく企業の技術力のみ追求）
・製造能力と精密機械技術の保持
・成長分野へのシフト（情報機器、生活関連機器）
	・製造能力の保持
・グローバル化に柔軟に対応


ヒアリング整理（２）
	
	Ｆ社
	Ｇ社
	Ｈ社
	Ｉ社
	Ｊ社

	業種
	工作機械
	プラスチック精密金型
	精密電子部品
	映像機器・システム
	オプトエレクトロニクス機器

	従業員規模
	927名
	98名
	148名
	1,718名
	30人

	海外生産
	米国、ドイツ
	なし
	中国、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ
	英国
	なし（一時期韓国）

	国内生産
	○
	○
	△量産試作まで
	○
	○

	海外生産比率
	1割弱
	0％
	95％
	若干
	0％

	競争企業
	日本
	日本
	日本
	日本
	米国、欧州

	競争力優位
	・工作機械は世界一の生産・輸出
・積極的なＮＣ化と最大ユーザー自動車産業の成長で躍進
・生産工程に製品が入ることから価格競争力というより性能・品質・耐久性・アフターケアの非価格競争力が重要
	・日本が世界一
・モノづくりで優位
・CAD/CAMでできるものは台湾等の追い上げあり
	・日本がモノづくりで優位、電子部品では世界一
・米国で製品企画、台湾で製造、部品は日本からという例多い（コンパック・コンピュータなど）
・当社の競争力はいち早くアジアに出た点にある
	・局用機材では日本が世界一
・当社のコアテクノロジーはテレビカメラであるが、方式がアナログの撮像管からデジタルのＣＣＤに変わり、今は補正テクで優位性を持っているが、周辺技術・通信を含め段々と半導体で代替されて行きかねない
	・円安で競争力優位
・製法技術、応用技術でベンチャー型のオンリーワン企業

	現場密着技術
	・現場の技能の重要性（部品加工は自動化が可能だが精度を出しながらの組付けはやはり技能）
・協力企業からの調達（エレクトロニクス、モーター、鋳物、カバー等）
	・日本の競争力の基本
・顧客である組立メーカーの工程開発との密着度が高い
	・日本の競争力の基本
・ＱＣＤ=3:1:1
	・競争力の源泉
・先端技術というより製品・システムで供給する力の保持が重要
・ただ、製造技術も半導体化しており経験の技能より頭脳の技能が必要
	・基幹製品は鉄鋼メーカー、応用製品は電線メーカー、温度計メーカーと共同開発している。それら技術力ある企業が国内にあることが競争力の源泉

	海外生産シフトによる自社内現場密着技術への影響
	なし
・上記、現場技能、協力企業の集積から海外生産シフトは工作機械の場合ほとんどなし
	なし
・組立メーカーが海外生産シフトしても量産試作までは国内なので影響なし
	ほとんどなし
・今後も設計・試作は日本、生産は海外という体制
・海外シフトしている顧客でも発注は国内
・現場から改善提案は出てこない
	なし
	なし

	海外生産シフトによる現場レベルでの部品・設備のネットワーク優位性への影響
	なし
・鋳物メーカーからの材料調達や恒温工場建設でアジアシフトできない
	なし
・関連の深い工作機械メーカーも国内中心
	なし
・金型・設備等は自社開発し、自社工場で調達・製造してもっていく
	なし
	なし

	競争力維持・向上対策
	・海外進出ユーザ向け無故障、簡単保守
・高速高精度、自動化、環境、インテリジェント化、オープン化対応
	・高精密、高難易度のもので技術力を磨く
・製造工程の研究開発
	・海外生産能力の維持向上（コスト競争力）
・設計、規模、販路、製造技術などの総合能力の向上
	・放送デジタル規格のフォーマット戦争に全方位外交
・新技術に的確に対応しながら製品・システム供給力でブランド維持
	・特殊用途に合わせた技術開発
・営業力、宣伝力


＊以下7社省略

ヒアリング内容まとめ

	企業名
	業種
	規模
	特徴

	ミスミ
	生産財商社
	500名

（正社員230人、契約社員230人）
	・アウトソーシングによる単機能化（商品企画特化）とそれによって可能となる成果主義

・定期再編型チーム制とそれによる報酬や労働時間・ワークスタイルの自律分散型管理

	東京ガス
	電気・ガス
	1万1,920人
	（ここ数年の変化）

・キャリアデザイン（個人ニーズに配慮した異動）を複線的人事制度で可能とする努力

・自己負担比率の高い研修

	全日空
	航空運輸
	1万5千人（事務・営業5000、技術3500、ﾊﾟｲﾛｯﾄ2000、ｽﾁｭｱｰﾃﾞｽ4500）
	（ここ数年の変化）

・ライフコースに応じた選択型就業形態

・階層型研修からオープンセミナーへの比重逆転

	日本生命
	金融保険
	8万人

（内営業職員6万人）
	・日本型経営・雇用システムの典型（配属、ローテーションの会社管理）

・現場（直接部門）に準じた全社的時間管理

・ストックを守ることが重要なので新風にはなかなか着手できない。

	花王
	消費財メーカー
	6,800人

（内研究所2,000人）
	・持続的新製品ヒットによる増収継続

・「“個”の力を結集する企業」が経営理念の１つ

・コンピタンシーと成果を重視

・時間管理でなく職能等級管理で

・最近は部門別職能等級管理（コンピタンシーと成果の適正な評価）

	鹿島建設
	建設
	1万4千人
	・業種的に請負仕事なのでクライアントのニーズに対応できる時間体制づくりが基本。ゆとり、フレキシブルにも制約。

・ただ、研究・設計部門（600名）はフレックス。

・建設業界はローテーション自体制度化されていなかった。当社で取り組み開始。ただ、個人希望は考慮のみ。

	西友
	スーパー
	社員8,000人

ﾊﾟｰﾄ12,000人
	・店舗スタッフすべてﾜｰｷﾝｸﾞｽｹｼﾞｭｰﾙ30分単位5ｼﾌﾄ制

・販売員はﾛｰﾃｰｼｮﾝで有給取れる。店長は休み取りにくい

・店舗勤務に本人希望により勤務地限定のエリア社員とナショナル社員

・育児休暇利用率高い。本社には保育園保有

	日産自動車
	自動車
	4万人

工場が3/4
	・工場以外はフレックス制あり（10年前から）。研究部門には裁量労働あり。

・等級は一般7段階、管理職2段階（5段階から少なくし若手人材の昇格スピードアップ）

・社内公募制（90～）、社内ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾁｰﾑ制

・94年から管理職給与の90％年俸制。今年から完全年俸。一般職員も年俸制検討中。

・成果と行動で年俸が決まり、利益配分のｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞが付加

	ノバルティス・ファーマ
	製薬

(外資)
	2,600人

（MR1,200）
	・充実した労働時間・休暇制度（工場、MRまでフレックス、ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ休暇、小学校までの男女に短縮勤務制、育児休職制度、依願休職制度など）

・新卒30～40人／中途10～15人

・機能的な評価制度（目標管理、職務領域の業績評価、ｺﾝﾋﾟﾀﾝｼｰ評価）

・時間は自己裁量に任せる代わりに評価はキチンと

・外資系であり日本的経営風土でないため好循環か

	ブックオフ
	古本

(ベンチャー)
	社員256名（店長105）

ﾊﾟｰﾄ･ｱﾙﾊﾞｲﾄ2,170名
	・90年創業で現在売上120億円、経常利益13.2億円

・平均年齢27.7歳

・時間管理なし。店長にほとんどの権限委譲。20歳代後半店長で500～600万円少なくない。

・年齢給一切なし。業績と人間の評価で給与上下。

・子会社を多く創出し、「店長は全員社長へ」とし、平均年齢が現在の28歳から上昇してもモチベーション維持。


＊以下7社省略




参考資料１　ヒアリング依頼状の例





参考資料５　ヒアリングのまとめの例（産業競争力基盤研究－メーカー対象－）





参考資料６　ヒアリングのまとめの例（企業の自由時間評価に関する調査－代表企業－）





参考資料４　ヒアリングの実例（医療機器調査－参入メーカー－）
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